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1.　はじめに

　我が国は多くの諸外国と異なり，地震が多発
する地域であり，その被害について対策案が

種々考えられている。この被害の中で地下水位
の高い，港湾地域で発生する液状化被害につい
ては，さまざまな対策工が構築されている。こ
れらの工法の多くは，固化改良工法，地盤置換
工法，排水工法など大規模かつコストが大きい
工法が主流である１）−６）。一方，現在各建築法
令が改訂されているなか，比較的重要度の低い
既存の建築・土木構造物に対しては，より安価
で簡易な液状化被害を低減する工法が求められ
ている。
　本研究では液状化被害を低減する比較的簡易
な工法として，耐久性，強度特性，施工性にす
ぐれたジオテキスタイル（ジオグリッド）を使
用した構造物直下の液状化地盤の側方流動を抑
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制する新しい工法について検討する。本工法の
概念を図−１に示す。構造物直下の地盤をジオ
テキスタイルを縦方向に使って囲むことで，液
状化時の構造物直下の地盤の側方流動の軽減を
図る。なお，本工法の目的は完全に液状化を防
ぐことを目指しているのではなく，中規模の地
震により液状化が発生した場合にも上部の構造
物の完全な崩壊を防ぐことである。本論文では，
このような簡易な側方流動対策工法について振
動台模型実験を実施して，その低減効果につい
て基礎的な検討結果について報告する。

2　振動台模型実験の概要

2.1実験の概要
　本論文では，ジオテキスタイルを縦方向に

使った簡易側方流動対策の有効性を確認するた
めに，振動台を用いた模型液状化実験を実施し
て定性的な検討を行う。本研究で使用した振
動台の仕様を表− 1 に示す。実験に用いた振
動台は水平・垂直の 2方向の加振が可能である
が本研究では水平方向加振のみとした。振動台
のサイズは 1200mm× 1200mmであり，この
振動台上にアルミ製土槽（幅 800mm×奥行き
700mm×深さ 500mm）を剛結し内部に模型を
作製した。

図１　ジオテキスタイルを用いた側方流動対策の概念図

図２　振動台模型実験に用いた模型

駆動方式 電気-油圧式
　駆動方向 水平・垂直 2方向同時
最大加振力 水平 ± 10kN

垂直 ±20kN
　最大速度 水平 ± 50cm/s

垂直 ±50m/s
最大加速度 水平 ±10cm/s2

垂直 ±10cm/s2

加振周波数範囲 0.1～25Hz
振動台可動部 1200mm× 1200mm

表 1　振動台の仕様

試料名 ケイ砂 5号
土粒子の密度 (g/cm3) 2.603

均等係数 2.29
曲率係数 1.21

最小密度 (g/cm3) 1.321
最小密度 (g/cm3) 1.624

表２　実験に用いた試料の基本的性質
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　模型の概要を図− 2 に示す。硅砂 5 号を相
対密度 90% に調整し，非液状化層を土層底面
から 100mmまで作製した。また，液状化層に
は相対密度 40%に調整した硅砂 5号を使用し，
非液状化層の上部に 100mm作製した。下部の
非液状化層の飽和度を 100%，液状化層の飽和
度は 85% とした。硅砂 5号の基本的性質を表
− 2に示す。模型地盤は，まず，非液状化層を
相対密度 90% になるように 5層に分けて突き
固めて作製し，飽和度を 100%に調整した。次
に，液状化層を 5層に分けて相対密度 40% と
なるように作製した後，飽和度 85% となる分
量の水を投入した。補強材を設置する際にも同
様に地盤模型を作製し，5層に分けて補強材を
立ち上げながら作製した。地盤模型作成後，構
造物模型を所定の位置に設置した。なお，構造
物模型は 10mm根入れすることとした。加振
前の模型の様子を図− 3に示す。
　本研究では，構造物は港湾地域に見られるオ
イル・タンクを想定し，直径 10m，接地圧力
50kN/m2 と設定した。模型実験の縮尺を 1/100
とし，構造物の模型として高さ 20mm×直径
100mmのコンクリート製の円柱を用いた。こ
の構造物の模型の質量は 400g であり，接地圧
力は 0.5kN/m2 となる。構造物模型は土層の中
心に接地した。ジオテキスタイル模型はグラス
ファイバー製ネット（目合 18 ｍｍ× 16 ｍｍ）
を使用した。グラスファイバー製ネットの引張
り強度は 2.1kN/m である。入力波形は，振幅

4mm，周波数 5Hz，最大加速度 395Gal の正弦
波を用いて，10 秒間加振した。
　加振前後にレーザー変位計により所定の高さ
から構造物中心の距離を測定し，構造物中心の
沈下量を算定した。また，加振終了後に図− 2
（b）に示すような円柱の円周に沿った 12 点の
距離を測定して，構造物の傾斜を計測した。本
来であれば，加振中の間隙水圧や変位等を計測
する必要があるが，加振中の変位の計測等は非
常に難しいことと本実験においては本工法の効
果を簡単に検証することが目的であるため，簡
単に計測可能な加振前後の変位をのみを計測対
象とした。

2.2実験ケース
　実施した実験ケースを表− 3，図− 5に示す。
ケース 0は補強材をしない無補強のケースであ
る。ケース 1,2 は，ジオテキスタイルをモデル
化した補強材 1枚を構造物模型の周囲に配置し
た場合であり，構造物と補強材の距離をそれぞ
れ 10mm,25mmとした場合である。また，ケー
ス 3は内側の補強材をケース 2と同様の場所に
設置し，さらにその外側に 2枚目の補強材を設
置することで補強材を 2重にした場合である。
また，ケース 4は構造物直下にマットレス工法

図３　加振前の様子

図４　加振後の様子

ケース名 補強方法 構造物と補強材の距離
ケース 0 無補強 -
ケース 1 補強材 1枚 10mm
ケース 2 補強材 1枚 25mm
ケース 3 補強材 2枚（2重） 10mm
ケース 4 マットレス工法 -

表３　実験ケース
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を設置した場合であり，参考のために実施した。
マットレス状構造物は，2.0mm以上，4.75mm
以下に調整した砕石を中詰め材として用いて，
その周囲をケース 1～ 3で用いた補強材で囲ん
で作成した。

3振動台模型実験の結果

　各ケースの振動試験終了後の構造物模型の沈
下量を図− 6に示す。全く対策をしない無補強
のケース 0と比較して，補強材を縦方向に使い
構造物直下の地盤を囲んだケース 1 について
は，沈下量が低下しており，ケース 0の場合の
2/3 程度である。これは，ジオテキスタイルを
用いることで構造物直下の地盤が液状化時に側
方へ流動することが妨げられることで，沈下量
が抑制されていると考えられる。しかしながら，

構造物から 50mm程度離して設置したケース 2
の場合にはほとんど効果がみられず，ケース 0
とほぼ同様の沈下量となっている。構造物から
適切な距離の地盤内に補強材を設置する必要が
あることがわかる。また，補強材を 2重に用い
たケース 3の場合には，ケース 1よりもさらに
沈下量が低減されていて，ケース 0の半分程度
となっている。ケース 1のような効果に加えて
2枚の補強材間の砂が壁のような働きをすると
考えられる。参考のために実施したケース 4の
マットレス工法については，若干沈下を抑制す
る効果が見られる。構造物による荷重を分散す
るためであると考えられるが，補強材を縦方向
に差し込んだケース 1やケース 3程ではない。
図− 4にケース 0とケース 3の場合の加振後の
様子を示す。ケース 0の場合には水が地表面全
体に浮き上がっている。これに対して，構造物
周囲の地盤をジオテキスタイルにより二重に取
り囲んだケース 3の場合には構造物近傍にはほ
とんど水が見られない。補強領域より外側には
水が排出されてきており，周囲の地盤が液状化
後に沈下しているにも関わらず，補強材の中の
地盤は比較的沈下量が小さいことがわかる。
　次に，振動試験終了後の各ケースの構造物の
傾斜を図− 7に示す。液状化による上部構造物
の傾きを抑制することは，液状化被害低減のた
めに沈下と共に非常に重要である。ケース 0と図６　各ケースの加振後の構造物沈下量

図５　各ケースの補強方法
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比較して補強材を用いたケース 1の場合には傾
斜角が 2/3 程度に低減されており，ジオテキス
タイルを使用することで沈下と同様に上部構造
物の傾斜抑制にも効果が発揮されることがわか
る。ただし，2重に補強材を挿入したケース 3
の場合にはケース 0よりも大きな傾斜となって
おり，沈下を非常に抑制できるものの構造物が
大きく傾く結果となった。これについては，模
型実験では補強材料の剛性が低く自立しない等
の理由で均一に補強材が設置されていないこと
が原因と考えられるが，今後も検討する必要が
ある。また，参考のために実施したケース 4の
マットレス工法についても傾斜が大きい結果と
なった。
　なお，ケース 1～ 3において実験後のジオテ
キスタイルは全て樽型をしており，鉛直方向真
ん中付近が膨らんでいた。構造物直下の地盤が
水平方向に移動しようとするのを，完全にでは
無いものの拘束していたと考えられる。また，
水平方向には等方になるように円形に補強して
いるが，ケース 2では一部分の大きな変位が観
察され，補強材設置の際の多少の非均一さが結
果に大きく影響する可能性もある。
　以上の結果より，ジオテキスタイルを補強材
として構造物周辺の液状化地盤を囲むように挿
入することで，構造物直下の地盤の側方への流
動を抑制し液状化被害低減につながる可能性が
あることがわかった。これは，剛性の小さなジ
オテキスタイルが周辺地盤とのインターロッキ

ング作用を発揮することやジオテキスタイル周
辺の補強領域が仮想的な連続壁のような役割を
発揮するものと推測される。

4　おわりに

　本研究では，ジオテキスタイルを用いた側方
流動対策の可能性について，簡単な振動台模型
実験を行って確認した。その結果，ジオテキス
タイルを用いた対策工法が，液状化時の構造物
の沈下抑制に効果があり，被害低減に対して効
果的な可能性があることが確認された。その補
強メカニズムとしては，剛性の小さなジオテキ
スタイルが周辺地盤とのインターロッキング作
用を発揮することやジオテキスタイル周辺の補
強領域が仮想的な連続壁のような役割を発揮す
るものと推測される。
　しかしながら，補強材の剛性とその効果の違
いや地震動の波形の影響，他の工法との併用な
ど種々の問題について今後検討する必要があ
る。また，間隙水圧等の詳細なデータの計測を
行って補強のメカニズムについての詳細な考察
が課題である。本研究で対象としている対策工
法は，他の液状化対策工法と比較しても非常に
安価にできると推測され，今後詳細な検討を継
続したい。
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